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第2部 各 論

第1章 郵 便

第1節 概 況

53年度は郵便事業にとって事業財政の悪化,最 繁忙期である年末年始の業

務運行のかつてない乱れなど,問 題の多い年であった。

まず,郵 便物数の動向についてみ る と,53年 度 の 年間総引受郵便物数は

143億4,475万 通 とな り,前 年度に比べ4.2%の 増加を示した。 これは,こ れ

までの最高であった50年 度の引受郵便物数を2億2,355万 通上回るものであ

る。利用の傾向としては,第 二種郵便物の著しい伸びなどにみられるように

料金の安い郵便の利用の増加が目立っている。

事業財政については,51年1月 に行った郵便料金改定による増収と,そ の

後の人件費の上昇傾向が落ち着きをみせてきたことなどにより,51・52の2

年度間は収支の均衡が保たれたが,料 金改定前の累積赤字を解消するには至

らず,53年 度は支出が収入を239億 円上回るところとな り,53年 度末の累積

赤字は1,900億 円を上回ることとなって,事 業経営には一層厳しい状況とな

った。

郵便業務運行については,春 闘時と夏期繁忙時は比較的順調に運行された

が,全 逓労組が10月 の国鉄 ダイヤ改正に伴 う郵便輸送合理化計画に反対して

闘争を行ったため,8月 下旬から9月 上旬にかけて全国的に郵便物の滞留が

増加し,ピ ーク時には300万 通に達するほどとなった。

更に年末期においても,同 労組がいわゆる秋期年末闘争に入 り,全 国各地

で作業能率を極端に低下させる激しい業務規制を長期にわた り行ったことな
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どもあって,11月 下旬頃から郵便物の滞留が増加し,12月 中旬以降 全国で

1,000万 通近い滞留が連目続いた。 また,年 賀郵便業務 も大 きな影響を うけ,

元旦に配達した年賀状は全国で15億222万 通で,前 年に比べ74.4%と,大 幅

に下回る結果となった。 このようなことから,業 務運行が正常に復したのは

1月 下旬に入ってからであって,こ れまでになく長期間の混乱が続いた。

54年3月,毎 月23日 を 「ふみの日」と定め,手 紙を書 くことの価値を見直

す運動を全国的に展開することとした。 この運動には手紙を書 くことを通 じ

て,人 の心と心のふれあいを深め,同 時に手紙文化,文 字文化の見直 しの気

運を盛 り上げる一助にしたいとの期待がこめられている。

第2節 郵便事業の現状

1郵 便物数の動向

53年 度 の総 引受郵便物数 は,143億4,475万 通(個)で 対前年度比4.2%の

増 加を示 した。 これ は過去最高 の50年 度 の郵便物数 を2億2,355万 通(個)

上 回 った こととなる。

53年 度 の郵便物数 の動 向を種類別 にみる と(第2-1-1表 参 照),第 一種

郵便物 は4,2%の 増 加 であ り,前 年度 と 同様,通 常 郵便物全体 の伸び(5.0

%)を 若 干下 回 っている。 第一種郵便物 を定形 と定形 外に分けてみ ると,定

形は4.3%,定 形 外は3。4%の 増加 であ るが,こ れ らの中で市内特別はかな

りの伸び(そ れぞれ7.7%,6.0%の 増 加)を 示 してい る。

第二種郵便物は,6.6%と 前 年度 に引 き続 き順 調に増加 してい る。

第三種郵便物は3.2%の 増 加であ る。 この うち低料扱 いは,45年 度 以降減

少傾 向が続 いてお り,本 年度 も0.7%の 減 少 とな ったが,そ の他の ものは,

8.7%と か な りの増 加を示 した。

第四種郵便物 は,5。8%増 加 したが,こ れは通信教育の増加(9.0%)に ょ

る ものであ る。

書留通常郵便物 は0.9%の 微 増で ある。そ の内訳をみ る と,一 般書留 は49
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△印は減を示す。

書籍小包は再掲である。

年賀・選挙・外国郵便物については,全 部を 「切手ち ょう付」に含めた。

「切手ち ょう付」には,料 金計器別納,無 料等を含む。
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年度以降減少を続けてお り,本 年度も2.5%の 減少となったのに対し・簡易

書留は7.3%の 増加 とな り,増 加傾向が続いている。

普通速達通常郵便物は4.5%の 増加で,前 年度の微増(0.7%)に 比べると

かな りの増加をみた。

次に,内 国小包郵便物は対前年度比1.8%の 増加となっているが,こ れは

書籍小包が17.9%と 大幅な増加を続けたためであ り,一 般小包は3,4%の 減

少 となっている。

年賀郵便物は1.8%の 増加にとどまった。

外国(差 立)郵 便物については,近 年順調に伸びてきたが,53年 度はわず

か0.1%の 増加と横ばいとなった。

2郵 便 局 等

(1)郵 便 局

53年 度末現在の郵便局(簡 易郵便局を含む。)数を,52年 度末現在の それ

と比較すると,第2-1-2表 のとお りである。

郵便局(簡 易郵便局を含む。)の数は,前 年度末現在に比べ213局 増加 して

いるが,こ れは利用者サービスの向上を図るために集配普通局12局,無 集配

特定局153局 及び簡易郵便局62局 を設置したことなどによるものである。

第2-1-2表 郵便局数の推移

普 通 郵 便 局 特定郵便局
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(2)郵 便局舎の改善

53年度末現在における普通郵便局の局舎総面積は,約344万 ㎡ であ り,53
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年度においては,52年 度に比べ約21万 ㎡の局舎面積の増加が図られた。

最近5年 間における普通郵便局の局舎面積及び普通郵便局の1局 当た り平

均面積の増加状況は,第2-1-3表 のとお りである。これによると,49年 度

末を100と した場合,53年 度末で前者は125,後 者は118と なってお り,総 体

として普通郵便局の局舎事情は順調に推移しているといえる。

しかし,個 別的にみると全国主要拠点局の中で改善の遅れているものがあ

り,ま た,一 般局についても主として大都市及びその周辺所在局のほか地方

都市所在の小規模普通局の中に改善を要する局舎がなお存在している。また,

年末年始において,多 量に差し出される贈答用小包や年賀はがきを処理する

ために要する仮設局舎の建設等の状況は,第2-1-3表 のとお りであるが,

都市部における用地の確保難等もあ り,仮 設局舎の建設に当たって困難な条

第2-1-3表 年度別普通郵便局局舎状況
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(注)船 舶局3及 び昭和基地内局は含んでいない。

件が付加されるようになってきている。普通郵便局の局舎については,今 後

とも郵便物を効率的かつ円滑に処理し,時 代の進展に対応した郵便サービス

を確保してい くため,引 き続きその改善を図っていくことが必要な状況にあ

る。なお,特 定郵便局の局舎についても,53年 度において512局 の改善が実

施された。
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(3)郵 便切手類売りさばき所及び印紙売 りさばき所

郵便切手類売 りさぼき所及び印紙売 りさばき所は,郵 便局の補助的施設と

して,郵 便切手類及び印紙の売 りさばき業務を行っている。

53年度末における全国の売 りさばき所は,11万525箇 所 となっている。

3集 配 施 設

(1)取 集 サー ビス

ポス トの設 置数は,53年 度 末で14万409本 とな ってい るが,同 年度 中に大

都市やそ の近郊 など,地 況 の発展 の著 しい ところを 中心 に1,503本 増 設 した。

そ の普及状況は,53年 度 末でみ ると1本 当た り人 口820人,1本 当た り面積

2.7km2で あ り,他 方諸外国の普及状況 と 比較 してみれば,第2-1-4表 に

み られ るとお り,お おむね同程度 とな ってい る。

第2-1-4表 国別郵便ポス ト普及状況

(1976年 度)
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独
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2.3
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km2

(注)1.UPU郵 便 業 務 統 計 表 に よる。

2.米 国 は1973年 度 の資 料 に よ る。

一方 ,都 市内に設置されているポス トに つ い て は,最 近の交通規制の強

化,交 通難の激化に伴い,取 集作業時間の延伸を来し,あ るいはポス トの移

転等を必要とするものが増加しているなど,取 集作業が困難になってきてい

る。
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ポス トからの取集度数は,郵 便物の多少により1日1度 から5度 までの間

で設定 しているが,前 述の状況により取集便から運送便への接続が不安定に

なっていること,ま た,差 出状況に対応した取集便とすることなど,取 集便

を再編成し,安 定的かつ効果的な取集サービスを確保するよう検討する必要

がある。

(2)配 達サービス

ア,配 達区及び配達度数

配達区(1日,1人 が配達を分担する区画)は,53年 度末現在4万9,907

区であ り,同 年度中に,発 展する大都市及びその周辺を中心に総体で149区

増加した。なお,過 疎過密化現象の進行に即 して,人 口希薄な地域の配達区

を併合するなどして再編成し,そ れによって減 じた区を過密地域に増区する

努力も引き続き行っている。

また,53年 度末現在の配達度数別の配達区画の現状は,第2-1-5表 のと

お り2度 以上の配達が約半数を占めている。諸外国にお け る2度 配達区域

は,お おむねビジネス地域等ごく限られた地域 となってお り,し かも配達度

数は次第に減回される傾向にある。我が国においても,配 達度数については

事業の効率的運営を図る観点から今後検討を進めるべき大きな課題 となって

いる。

第2-1-5表 郵便配達区画の状況

(53年度末現在)

1度 配 達

2度 配 達 以 上

十
二
=
口

配 達 区

区

26,872

23,035

数 障 成割合
区%

49,907

53.8

46.2

100.O

配 達 箇 所

箇 所 数 険 成割合

%万 箇 所

1,484

i,906

3,39Q

43.8

56.2

100.0

(注)配 達箇所数は実際に配達を要する箇所数であって,複 数世帯が同一箇所に居

住する場合は1箇 所とする(私 書箱を除く)。
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イ.速 達 配 達

速達配達地域は,郵 便局から陸路4km以 内の地域及び4kmを 超え8km

までにあり,か つ,速 達郵便の配達物数の多い地域 とされている。53年5月

現在では全国の世帯数の約91%に 相当する約3,200万 世帯が速達配達地域内

となっている。

ウ.辺 地 集 配

郵便の集配サービスについては,辺 地に至るまで原則として毎日各戸配達

のサービスを提供しているが,交 通が困難な地域等については郵便規則第85

条を適用して,年 間を通じ,又 は 期間を 限って 郵便局の 窓口において交付

し,あ るいは郵便局長の指定する場所に設置された集合郵便受箱,又 は,受

取人が配達区域内に指定した受取場所に配達する方法を採 っている。現在,こ

れらの方法により,郵 便物が交付又は配達される世帯は約1万 世帯である。

(3)集 配作業環境の改善

集配作業を円滑に行 うには,そ の作業環境の与える影響は大きい。特に都

市部においては高層建築物の増加,交 通規制,交 通難の激化,急 速な都市化

に伴 う地番の混乱等に より,次 第に集配作業環境は悪化している。 したがっ

て,円 滑な集配サービスを提供するには郵政省の経営努力 とともに,利 用者

の協力を得て作業環境の改善を図る必要がますます大きくなっている。 これ

までの施策の状況は次のとお りである。

ア,高 層建築物への配達

都市において,大 型化 ・高層化が進む建築物に対する配達作業を効率的に

するため,36年 の郵便法及び郵便規則の改正により,3階 以上のエレベータ

ーのない建築物については,そ の出入 口付近に郵便受箱を設置す ることを郵

便の配達を受けるための条件 とした。一方,エ レベーターのある建築物につ

いても,集 合受箱の設置及び一括配達の勧奨を推進し,こ れ らについては43

年7月 からは勧奨の効果を高めるため協力者に謝礼金を交付してきた。

その結果,最 近ではほとんどすべての高層建築物で集合受箱の設置や一括

配達の協力が得 られているが,な お,一 部の高層建築物については各戸配達
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を行っている状況にある。

そこで,郵 便配達作業の円滑な運営を図るため53年12月 に郵便規則の一部

を改正し,エ レベーターのある高層建築物についても,他 の高層建築物と同

様にその出入 口付近に郵便受箱を設置すべきものとし,54年4月1日 から施

行した。

今後新築 される高層建築物はもちろんのこと,特 に既存の高層建築物で設

置されていないものについては,で きるだけ早 く所定の郵便受箱を設置され

るよう積極的な勧奨を進める必要がある。

イ.郵 便受箱の設置

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,従 来から全戸に

郵便受箱を設置するよう協力を求めてきたが,53年 度末現在で全配達箇所数

約3,119万 箇所の うちの約78%に 当たる約2,436万 箇所の設置協力が得られ

た。 しかし,な お多数の未設置箇所があることから,今 後 とも引き続き強力

に勧奨を進めていく必要がある。 このほか,ア パートなど二階建て集合住宅

等については,配 達作業が難渋している実情もあ り今後集合受箱の設置を促

進する必要がある。

ウ.住 居 表 示

地番等の混乱による作業難を解消するため,37年5月 「住居表示に関する

法律」が施行されて以来,今 日まで,郵 政省は関係機関と協力して新住居表

示の実施促進を図るとともに,住 居表示制度実施地域に対 して,住 居番号表

示板を寄贈するなどのバ ック ・ア ップをしてきたところである。しかし53年

9月 末の進ちょく率は地方 自治体の実施計画数1,699万 世帯に対して,実 施

済世帯数は1,203万 世帯で実施率71%(全 世帯に対しては35%)に すぎず,

かつ,最 近は実施率が伸び悩んでいる。郵政省では,こ うした住居表示の実

施に関し,地 方自治体の財政的側面への援助を図る目的で,46年 度から簡易

保険積立金による短期融資の途を開いている。

(4)郵 便集配用機動車

外務員の労力の軽減と作業の能率化のため,集 配作業に軽四輪車,自 動二
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輪車の導 入を進 めてきたが,53年 度 末現在で全 国の配 備車両数 は軽 四輪車が

4,103両,自 動二輪 車が5万2,798両,計5万6,901両 とな ってい る。 これ ら

の機動車 の配備状況は第2-1-6表 の とお りである。

第2-1-6表 郵便集配作業用機動車の配備状況

累
9

0

1

2

3

4

艮》

5

只
V

FD

軽 四 輪 車

両

3,438

3,552

3,839

3,988

4,103

自 動 二 輪 車

両

45,676

47,369

51,738

52,073

52,798

卜昌=ロ

両

49,114

50,921

55,577

56,061

56,901

(5)集 配作業の外部委託

ア.取 集 関 係

大都市を中心に,中 都市以上に所在する郵便局の取集作業の効率化を図る

ため,53年 度末で全国の集配普通郵便局1,111局 の うち253局 において郵便

専用自動車による郵便物の取集作業を運送業者に委託 している。

イ.小 包配達関係

都市における労働力の確保難に対処するため,45年 か ら小包配達の外部委

託を試行 してきたが,53年 度末現在の委託区数は422区 である。

ウ.辺 地 ・離島の集配関係

辺地 ・離島においては,取 扱物数がきん少であ り,地 況 ・交通事情等の関

係で職員が郵便局から直接集配することが困難な場合があるので,集 配作業

を外部に委託 している。これらの委託区は,53年 度末で1,520区 となってい

る。

(6)郵 便私書箱の利用状況

集配郵便局や大都市の高層ビル内の無集配郵便局等には,郵 便私書箱が設

置されている。53年 度末における郵便私書箱の設置数は9万3,495個 であ り,

このうち5万753個 が利用されている。
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(1)郵 便輸送施設の現況

郵便物の輸送は,遠 距離は鉄道,航 空機を主力とし,近 距離及び大都市内

は自動車を主力にして行 っている。

53年度末現在におけるこれ らの輸送施設の現況は 第2-1-7表 の とおり

で,鉄 道,自 動車,航 空機の三輸送機関で全体の延距離の95.0%を 占めてい

る。

第2-1-7表 郵便輸送施設の現況

(53年度末現在)

試
道

車

空

舶

路

動

鉄

自

航

船

道

計

線 路 数

線 路

136

3,447

70

147

2,398

6,198

構成比

2.2

55.6

1.1

2.4

38.7

100.0

%

単キ ロ程 構成比

km%

24,57516.1

65,ll742.7

42,31227.7

17,37711.4

3,2802.l

l52,661100.0

1日 延 べ

キ ロ 程

km

238,036

249,927

162,143

25,406

9,250

684,762

構成比

34.7

36.5

23.7

3.7

1.4

100.0

%

(注)道 路 とは,自 転車,徒 歩等による輸送をい う。

(2)郵 便輸送施設の推移

郵便輸送施設の推移をみると,第2-1-8表 のとお り自動車,航 空の施設

が大幅に増加している。これは,国 鉄 ・私鉄における合理化の推進により,

郵便輸送に適さなくなった線路がでてきた反面,道 路状況が改善されるなど

によりそれぞれ自動車輸送に切 り替えられたこと,ま た,航 空便の大幅な開

設によるものである。

(3)郵 便輸送施設の主な開設及び廃止

ア.航 空 輸 送

長崎対馬線,函 館奥尻線(53.6.1),名 古屋熊本線,名 古屋長崎線(53.7.1)

を開設 した。
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第2-1-8表 郵便輸送施設の変遷(1日 当たり延べキロ程)

(単位:km)

罫
40

45

50

53

十
昌
二
口

452,122
(100)

535,795
(119)

678,917
(150)

684,782
(151)

鉄 道

169,771
(100)

197,771
(116)
250,704
(148)
238,056
(140)

自動車 航 空

156,722
(100)
189,850
(121)

236,625
(151)

249,927
(159)

84,016
(100)
111,380
(133)

155,771
(185)

162,143
(193)

船舶降

17,909
(100)

17,927
(100)

24,993
(140)

25,406
(142)

23,704
(100)
18,867
(80)

10,824
(46)

9,250
(39)

(注)1,()内 は40年 度 末 を100と した 指 数 で あ る。

2.「 道 路 」欄 は,自 転 車,徒 歩 等 に よ る輸 送 で あ る。

イ.鉄 道 輸 送

53年10月2日 の国鉄 ダイヤ改正に伴い,次 のとお り輸送施設の改正を行っ

た。

(ア)東 京門司線関係

① 東京大阪間,東 京名古屋間及び東京沼津問に運行していた鉄道郵

便車上下各1便 を廃止 し,東 京浜松問に高速専用自動車便上下各1

便を開設 した。これにより東京駅発着の郵便車運行は全廃 とな り,

東海道 ・山陽方面の郵便車運行はすべて汐留駅が始終駅 となった。

② 大阪東小倉間の鉄道郵便車上下各1便 を廃止した。

③ 糸崎広島間(呉 線)の 鉄道郵便車上下各2便 を廃止 し,専 用 自動

車便に切替えた。

(イ)東 京青森線関係

上野駅発着の旅客列車に連結 されていた郵便車がすべて隅 田川駅発着の

荷物専用列車に連結替えされ,小 駅には停車しない 「拠点間輸送」となっ

たため,東 京青森間の乗務員の郵便車内での継送区分作業を簡素化し,郵

便物は到着地の拠点局で区分することとしたほか,沿 線に自動車便の新設

を行 うなど輸送施設を調整した。

(ウ)東 京鴨川線及び東京銚子線関係
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東京鴨川(東 回 り)線,東 京鴨川(西 回り)線,東 京銚子(南 回り)線 及

び東京銚子(北 回 り)線 の4線 路は,鉄 道 郵便車の運行を廃止し,千 葉県

下の輸送は全面的に自動車便に切替えた。

ウ.自 動車輸送

国鉄のダイヤ改正に伴い上記イのとお り専用自動車便を開設したほか,国

鉄,私 鉄バス等による託送難の救済 と郵便物の送達速度の安全を図るため,

専用自動車便の開設又は増強を行 った。

エ.鉄 道郵便局の組織改廃

鉄道郵便車の運行廃止に伴い東京鉄道郵便局東京駅分局,同 両国分局及び

同千葉分局を廃止し,東 京地区から差立てられる速達小包及び大型通常の郵

袋継送作業を行 う,新 しい輸送基地として東京鉄道郵便局東陽分局を新設し

た。

5郵 便作業の機械化

郵便作業の機械化を推進するためこれまでに東京,大 阪両都市に集中処理

局を建設したほか,全 国の主要郵便局に郵便番号自動読取区分機,郵 便物自

動選別取 りそろえ押印機,小 包区分装置,書 留複写機,局 内搬送機器等の各

種機械の配備を行ってきた。また,中 小規模の郵便局に適した機械の開発と

配備の拡充に努めてきた。

(1)主 要機械の配備状況

53年度においても,引 き続き各種機械類の配備を行った。53年度末におけ

る配備現況は第2-1-9表 のとお りで あ り,過 去5年 間 の 配備状況の推移

は,第2-1-10表 のとお りである。

(2)機 械の改良及び開発

53年度においても機械の性能向上,機能の拡大及び機械の小型化に努めた。

郵便番号自動読取区分機については,中 規模局向けの小型で経済的な機械

の実用化を図るとともに,中 規模局向けの選別台付自動取 りそろえ押印機,

卓上型の書留複写機,簡 易型の書状自動押印機の配備を拡充した。郵便窓口
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第2-1-9表 主要郵便機械配備状況
(昭和53年 度末)

機 械 名

郵便番号自動読取区分機

郵便物自動選別取りそろえ押印機
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第2-1-10表 主要郵便機械配備状況の推移一
郵便番号自動読取区分機

郵便物自動選別取りそろえ押印機

選別台付自動取りそろえ押印機

小包区分装置

49

台

88

100

6

46

50

台

95

106

21

47

51

台

99

106

37

47

52

台

101

107

57

51

53

台

104

108

71

52

引受用セルフサービス機については,渋 谷局ほか4局 において引き続き実用

実験を行ったほか,小 型化にも取 り組み郵便料金 自動表示機及び郵便料金証

紙 自動発行機のカウンタータイプを開発 し,新 宿局において実用実験を開始

した。

(3)機 械か働効率の向上

郵便作業の機械化は,郵 便番号制等に対する利用者の協力により比較的短

時日の間に成果をあげることができたが,今 後は,機 械配備の拡充,新 分野

の機械化等に努める一方,既 存の機械の効率的使用について十分配意してい

くことが必要である。このため,郵 便番号の適正な記載等について,な お一

層利用者の協力を仰 ぐとともに機械運用体制を充実,強 化するなど機械処理

物数の増大を図る方策を検討し進めていくこととしている。

6要 員

53年度の郵便事業定員は総人員13万8,684人 で,前 年度と比較すると605人
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増加している。

都市化の進展とともに大都市及びその周辺発展地において特に郵便物が増

加し増員のほとんどはこれらの地域に充てられている。

最近10年 間の郵便物数の増加と定員の伸びを比較すると第2-1-11表 のと

お りである。これによると,43年 度を100と した場合,53年 度においては郵

便物数は137,定 員は113であって,郵 便物数が増加したほどには定員は増加

していない。

第2-1-11表 郵便物数と郵便事業定員の推移

「鍵 還」 43 48 53

定 員

郵 便 物 数

人
122,707

(100)

百 万 通

10,451

(100)

人

131,816

(107)

百 万 通

13,201

(126)

人

138,684

(113)

百 万 通
14,345

(137)

(注)()内 は43年 度 をIOOと した 指 数 で あ る。

これは,集 配運送施設の改善,作 業の機械化,合 理化等を進めて,要 員の

節減を図る努力をしていることなどによるためである。

郵便の取扱事務量は,日 又は月により極めて波動性が大きいが,こ れにつ

いては職員の時間外労働あるいは非常勤職員の雇用により対処 している。

7郵 便事業の財政

最近における郵便事業の収支状況は第2-1-12表 のとお りである。

郵便事業は作業の大部分を人力に依存する労働集約的な事業であって,事

業運営経費のおよそ90%は 人件費的経費で占められている。

近年における我が国の賃金水準は年々上昇を示 し,郵 便事業財政を圧迫し

てきた。

この間,各 種の制度改正,機 械化,作 業の効率化について,企 業努力を払

ったが,事 業財政を安定させるまでに至らず,50年 度(51年1月)に 現在の

郵便料金に改正 されたが,既 に生 じていた多額の赤字は51年度に繰 り越 され
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第2-1-12表 郵便事業の収支状況
(単位:億 円)

区 別 ・・年 劇51鞭152年 劇53年 度

収 入

郵 便 業務 収入

その他の雑収入

支 出

人 件 費

物 件 費

収 支 差 額

4,947

4,495

452

6,266

4,560

1,706

△1,319

7,615

7,065

550

7,014

4,968

2,046

601

7,956

7,319

637

7,773

5,528

2,245

183

8,191

7,503

688

8,430

5,896

2,534

△239

ることとなった。

51年度は,料 金改定等に より,単 年度では4年 ぶ りに 収入が 支出を上回

り,ま た,52年 度は給与改定率が最近の年度に比べ低かったことや,経i費 の

節減に努めたことなどにより,単 年度では収支を保つ ことができた。しかし

ながら,53年 度は,郵 便事業収入8,191億 円,支 出8,430億 円,単 年度239億

円の赤字 とな り,こ の結果,53年 度末の累積赤字は1,900億 円を上回ること

となった。

上記のとお り,郵 便事業財政は51年1月 の 料金改定と経費の節減によっ

て,51年 度及び52年 度はそれぞれ単年度では収支を償 うことができたが,過

去年度の赤字を解消するに至らない うちに,53年 度では再び赤字を生 じるこ

ととな り,事 業財政は厳 しい状況にある。

8外 国 郵 便

(1)外 国郵便物数の動向

ア,概 況

53年度の外国郵便物数は,第2-1-13表 のとお りである。

これを対前年度比でみると,外 国あての もの に つ いては,航 空郵便物は

0・2%の 減少であったのに対し,船 便郵便物は1.9%の 増加であり,外 国あて

郵便物全体 としては0.1%の 増加であった。

一方・外国来郵便物数は対前年度比でみれば,航 空郵便物は58%増 加 し,



第2-1-13表

第1章 郵

53年度の外国郵便物数

便 一149一

(単位:千 通(個))

区 別

航

船

空

計

便

便

外 国 あ て

通 制 小 包

84,959

14,010

98,969

1,281

676

1,957

外 国 来蒲
86,059

33,012

119,071

797

760

1,557

船便郵便物 も0.7%増 加 してお り,全 体 としては4,3%の 増 加であ った。

次に,外 国あて と外 国来 の郵便物数を比較 してみる と,通 常郵便物につい

ては外国来の ものが外 国あてのものよ り多 く,小 包郵便物 にあ っては外 国あ

てのものが外国来 の もの よ り若干多 い。

イ.船 便航空 便別の利用動 向

この10年 間における外 国あて通常郵便物 の動 きをみ ると,10年 前 に比 べて

航空便が24.4%増 加 してい るのに対 して船便は44.1%減 少 してお り,航 空便

と船便の物数 比は,43年 度 において航空便73に 対 して船便27で あった ものが,

53年 度 では86:14に な っている。

また,小 包郵便物 については44:56で あ った ものが65:35に 逆 転 してい

る。

一方
,外 国か ら到着す る郵便物については,10年 前 に比べて通常郵便物 で

航空便が25.9%増 加 しているのに対 して船便 は11.2%減 少 してお り,航 空便

と船便 の利用比は,43年 度 において65:35で あ ったものが,53年 度 では72:

28に 格 差を広げている。

小包郵便物 については,43年 度 は36:64と 船 便が優位に 立 って いた もの

が,53年 度 では51:49に 逆 転 してい る。

このことは,外 国郵便 の利用形態が船 便か ら航空便 に移行 してい ることを

示 してい る(第2-1-14図 ～第2-1-17図 参照)。

(2)外 国 郵便物の地域別交流状況

53年 度 の調査 によれぽ,外 国あて郵便物中,通 常郵便物 については,ア ジ
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第2-1-14図 年度別外国あて通常郵便物数
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第2-1-16図 年度別外国来通常郵便物数
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第2-1-18図
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本邦発着外国郵便物の地域別構成(53年 度)
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中 南 米1.1%

オセ アニア3,3%ア フ リカ0.7%

アが前年度 の28.3%か ら29.9%と な り第1位 を 占めた。前年度 第1位 の北ア

メ リカは30.7%か ら29.1%と な り第2位 とな った。 ヨー ロッパは27 ,0%か ら

27.1%と ほ とん ど変 らず,第3位 とな った。

また,小 包郵便物については,北 ア メ リカが34.1%で 依 然 として第1位 を

占め,次 いで31.4%の ア ジア,22・2%の ヨーロ ッパ の順 とな っている。



第2-1-19図
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本邦発着外国通常郵便物種類別利用比(53年 度)
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北アメリカとアジアあて郵便物数が全体に占める割合は,通 常郵便物につ

いては59.0%,小 包郵便物については655%で あった。

一方 ,外 国から到着する郵便物については,通 常郵便物及び小包郵便物 と

もに,北 アメリカからのものが最も多 く第1位 を占めている。特に,小 包郵

便物は47。5%と 圧倒的に多い。
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通 常郵便物 については,357%の 北 ア メ リカに次いで,33.4%の ヨ ー巨 ッ

バ,23.7%の ア ジアの順 とな ってい る。

小包郵便物 については,北 ア メ リカに次いで,23.9%の ア ジア,23.5%の

ヨ・一ロッパ の順 とな ってい る(第2-1-18図 参 照)。

(3)外 国 通常郵便物の種類別 利用状況

航空郵便物についてみ ると,外 国あて及び外 国来 とも書状 の利用 が最 も多

く,次 いで印刷物,葉 書の順 であるが,船 便郵便物 では,印 刷物 の利用 が断

然多 く外国あて及 び外 国来 とも船便 郵便物全体 の約90%を 占 め,次 いで書状

の順 とな っている(第2-1-19図 参 照)。


